
１８歳選挙権と高校生の政治活動

政治活動を理由に生徒を退学処分にした福岡県立修�館高校事件から

勝 山 吉 章＊

１．はじめに

本稿は１８歳選挙権の実施に伴い、高校生の政治活動の原則禁止から原則自

由への提言を志向するものである。

高校生の「政治活動」とは何かを厳密に定義することは困難である。旧文部

省は「政治的行動」（文部省１９４９）と述べていたが、近年は公的文書において

は「政治的活動」（文科省通知２０１５．１０．３０．）が使われる場合が多い。２０１５年

の安保反対デモは政治（的）活動と見做されるだろうが、８月に「ブラックバ

イト」の横行に対抗すべく結成された「首都圏高校生ユニオン」（『週刊金曜

日』９月４日号）を政治活動と呼ぶことには様々な議論があるだろう。

中嶋は、「政治参加」と「選挙参加」を区別し、国民投票など法令で定めら

れた「制度的政治参加」の他に、「政治的意見の表明を目的とする集会・デモ

や政治的テーマの学習会・討論会などの企画・参加、政治結社の創設・加盟・

勧誘、政治的資金の募集やそれに応ずる募金など、多様な形態・内容の組織的

活動や個人的行動を『非制度的政治参加』と呼ぶ」（中嶋２０１５：１７９）と述べ

ているが、彼の言う「非制度的政治参加」は、本稿で言うところの政治活動と

近似する。本稿では支配層（政権政党や官僚機構など）の政策や行政に対する
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具体的な、制度的・非制度的政治参加行動を政治活動と見なす。

２０１５年６月１７日、改憲発議の際の国民投票を見据えて、公職選挙法が改正

され高校生を含む１８歳以上に選挙権が与えられることになり、２０１６年夏の参

議院選挙から適用される。マスコミ各紙はその社説でほぼ全面的に賛成し、投

票率が低いとされる若者の積極的な政治参加を促すためにも主権者教育や政治

的教養教育の充実を求めた（１）。各紙は、教育の政治的中立が教育現場を萎縮さ

せた結果、若者の政治離れをもたらしたと論じる。

総務省も２０１２年１月１０日付の報告書『「常時啓発事業のあり方等研究会」

最終報告書－社会に参加し、自ら考え、自ら判断する主権者を目指して ～新

たなステージ「主権者教育」へ～』（２）において、若者の政治離れの原因が「特

に、政治的中立性の要求が非政治性の要求と誤解され、政治的テーマ等を取り

扱うこと自体が避けられてきた傾向にある」として政治教育を行ってこなかっ

た学校教育にその責任があるとしている。そして諸外国の模擬投票や模擬国

会、時事問題を学習する主権者教育やシチズンシップ教育を紹介しながら、「政

治的リタラシー（政治的判断力や批判力）」育成の必要を述べる。

主権者教育や政治的教養の教育は政治活動と全く切り離せないことから、自

民党政府調査会は２０１５年７月８日の「選挙権年齢の引き下げに伴う学校教育

の混乱を防ぐための提言」（３）において、高校生の政治活動を全面的に禁止した

１９６９年の文部省通知「高等学校における政治的教養と政治的活動について」（４）

の見直しを訴えた。同提言を受けて文科省は８月５日に学習指導要領改定案に

おいて新たな教科「公共」の高校必修化を提示。「公共」では模擬選挙などの

主権者教育が行われる。中嶋は、この教科について「社会貢献と法令遵守を基

本とする道徳教育に陥る可能性がある」と指摘する（中嶋２０１５：１７８）

また同省は１０月３０日の通知「高等学校等における政治的教養の教育と高等

学校等の生徒による政治的活動について」おいて、６９年通知を見直し、高校

生の放課後や休日での学校外の政治活動を容認する方向性を打ち出したが、無
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制限に認められるものではなく、「必要かつ合理的な範囲内で制限又は禁止す

ること」があるしている（５）。総務省は文科省とともに、９月２９日に模擬選挙や

政策討論会を行うための副教材と、教師用指導資料を公表した（６）。同指導資料

は教員の個人的な主義主張を避けて中立かつ公正な立場で指導することを求め

たが、その基本的は「べからず」集で構成されている。

ここで問題となるのが、教師に対する自分の意見も言わせない政治的中立性

の厳守が、生徒の自由な政治活動の制限へと繋がること。朝日は９月３０日付

記事「『中立とは』教員困惑」のなかで「何を中立と考えるかは人によって違

う。それを政権が判断するなら、時の権力を批判的にとらえる芽さえ摘まれか

ねない」と述べるが、それは生徒にも適用されていくだろう。つまり学校外で

あっても、政権政党や県政与党の政策に反対する生徒の意見の表出や活動が、

政治的中立の名の下に禁止の対象となる可能性が大である。

ちばてつやは、「『中立性』の名の下に自由にものをいえなくなるのを危惧す

る。『国に都合の悪いことを言うと罰するぞ』という雰囲気がすでにある」と

述べる（毎日：２０１５．９．３１夕）。シチズンシップ教育のなかで模擬投票を行う

のであるなら、特定政党の支持が出て当たり前。それが野党支持になるや大問

題となるのは必定ではないか。

山口県立柳井高校では、安全保障関連法案についてグループディスカッショ

ンさせ、反対派の意見が多数派となったことが県議会で問題視され、教育長が

謝罪した（毎日：２０１５．７．４．）。北海道立高校では、集団的自衛権について弁護

士に話させたことが、道議会で問題視されている（朝日：２０１５．９．８．）。地方政

治の場で、このような政治が教育に容喙する「不当な支配」（７）がまかり通って

いる今日、全国都道府県教育長協議会の中井敬三会長が、「制限または禁止」と

条件をつけた放課後や休日の校内活動には「どこまで禁止なのか判断がつきに

くい」と指摘したのは当然であろう（毎日：２０１５．１０．６．夕）。そして校外の活

動について「届け出制」を検討している教育委員会があり、生徒の思想・信条
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の自由、表現の自由を制限しかねないとの懸念が抱かれている（毎日：

２０１５．１２．２１）。そもそも高校生の政治活動は制限・禁止が前提とされるのであ

ろうか。

そこで、高校生の政治活動が原則禁止されていた時代に、学校内外での署名

活動が政治活動にあるとして生徒を退学処分にした福岡県立修�館高校事件（８）

を題材に、この問題を考えていきたい。

２．修�館高校事件の概要
看護婦見習として勤務しながら同校定時制に在学していた A氏は、３年次在

籍中１９６４年１１月頃から友人たちとベトナム戦争反対、原水爆禁止被爆者救

援、米原潜寄港反対などの署名活動を行ったが、このような活動は生徒心得第

１５項で禁止されている校内における政治活動に該当するとして生徒会校規委

員会が止めるように申し渡した。A氏らはこれを聞き入れず生徒会役員との騒

動に発展したので学校当局が仲裁に乗り出した。当初は、A氏らが問題を外部

に持ち出さず、このような活動を慎むことで合意した。

ところが、A氏らは翌年１月に、同校が右翼的教育に偏向して生徒の平和運

動や自治活動を弾圧しているとして高教組の教育研究集会で訴え、同校や同校

定時制主事を非難するパンフレットを販売し資金カンパを募った。同校が A

氏の活動仲間の父母に非公式に転校を勧めたことが彼らの怒りに油を注ぎ、社

青同（日本社会主義青年同盟）に属す九大生などの学外者が抗議に押しかけ警

察官が出動する事態にまで発展。社会党のなかに修�館問題対策委員会が設置

された。高教組が学校当局と話し合うことを求めたが A氏は聞かず、原潜寄

港反対集会に参加して学校批判を繰り返した。同集会では署名活動をしたため

学校から放校処分を受けたとの誤った事実が公表された。修�館高校は、最初

は反省を促すためとして１９６６年３月に A氏を無期停学処分にしたが、A氏は

同様の言動を繰り返したため１９６７年に A氏を退学処分にした。両処分の理由
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は、福岡県立学校学則第２３条のうち；

�第２号 学力劣等で成業の見込みがない

�第３号 正当の理由がなくて出席が正常でない

�第４号 高等学校の秩序を乱し、その他生徒としての本分に反する

実際の出席については、４年次要出席時間総数６３４時間中欠課時数３０５時間

で原級措置となる３分の一以上を欠席している。成績については、学年順位

７４名中６６番、クラス順位３８名中３５番。

無期・退学の両処分の理由は、成績不良、出席不足等で政治活動は直接的な

理由とされていないが、署名活動にはじまる政治活動が退学処分の本当の理由

であろう。A氏は両処分の取り消しを訴えて提訴したがいずれも敗訴した。（以

上、福岡地裁昭５０・１・２４判決（９）より）。

同校の退学処分については、教育法学の立場から「教育を受ける権利を剥奪

する行為」として批判的検討が加えられているが（千葉卓１９７５）、本報告では

ベトナム戦争反対などの署名活動が、政治活動にあたるとして禁止の対象とさ

れたことを問題視する。

福岡地裁は、昼間働いている定時制高校生とはいえ、高校側が未成年者であ

り社会的成熟の段階にある生徒の署名活動などの政治活動を制限したことは合

理性があり、処分は適法かつ正当と判断した（１０）。

署名活動などの表現の自由が学校によって制限されても構わないという論拠

は、特別権力関係という法理と密接に関わる。学校と生徒という特別な権力関

係においては法治主義（国民の権利を制限し義務を課す場合には国会が制定す

る法律がなくてはならない）が適用されない。学校は、自由に生徒の基本的人

権を制限できるとするものである。特別権力関係は７０年代に消滅したという

のが学会の通説であるが（結城２０１３、雪丸２００６、２００７）、２００１年には被爆都

市長崎で、高校生による核兵器廃絶を訴える署名活動が「政治活動にあたる」

として禁止されている（西日本：２００１．７．１２．）。
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例え学校外の政治活動は認められるとされていても、校長が認められない政

治活動にあたると判断すれば何でも禁止できるのが、今日の学校の状況ではな

いか（１１）。例えば、卒業式で君が代をジャズ風にアレンジしたことで音楽教諭が

免職となった若松高校事件（１９７９）。その事件前の生徒の「君が代斉唱要求署

名運動」に対して校長は全く容認し、事件後の「音楽教諭処分反対署名運動」

は校長によって禁止されている（小弥処分２０００）。以下、高校生の政治活動の

自由について旧文部省がどのように考え、司法がどのような判断をしてきたか

を概観する。

３．旧文部省による高校生の政治活動の禁止と判例からみた政治活

動の自由

戦後教育改革期、政府は日本の民主化のためにも高校生の政治的行動を促そ

うとしていた。例えば、文部省学校教育局は『新制高等学校教科課程の解説』

（１９４９）において、「新制高等学校の生徒は、政治的行動に関する資質を高めな

ければならない」として、「新制高等学校では政治教育を行われなければなら

ない・・・政治教育の目的は、生徒に、政府の仕事、政治的行動の仕方、およ

び政党の機能についての広い理解を得させることである」（１１頁）と述べてい

る。その具体例として、政党を知ること、様々な政治討論会に参加すること、

議会を見学すること、候補者を選ぶために模擬投票することなどが挙げられて

いる。同解説は、特定政党を支持する教育は法律違反として禁じているが、高

校生に現実の政治に対する批判力を育成することを期待していたことが窺え

る。だが、「逆コース」のはじまりとともに、政権政党やアメリカの政策に反

対することが政治活動として定義され、抑制・禁止の方向性に向かっていった。

１９５１年全学連結成と同時期に「全国高校生協議会」が結成され、５３年には

「憲法擁護高校生弁論大会」が開催された。高知県勤評闘争（５８～６０年）に

おいては、高知県高校生徒会連合が教員に対する処分撤回闘争を行い、県立山
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田高校では１９６０年１月２５日に、勤評拒否を理由に免職された校長に変わる新

校長赴任にあたって、生徒たちがスクラムを組んで阻止し警官隊と衝突し

た（１２）。６０年安保では、安保は徴兵制につながるとして反対運動に参加する高

校生が全国的に続出した。文部省は、１９６０年６月２１日付次官通達「高等学校

生徒に対する指導体制確立について」および１９６０年１２月２４日付初等中等教

育局長通達「高等学校生徒会の連合的な組織について」において、生徒の政治

活動の禁止と生徒会連合結成の禁止を打ち出した。また１９６０年６月２１日に全

国高校長協会は、未成年である高校生の政治活動は認められないとする声明を

出した（高柳１９６９：４７、柿沼１９９６：１２８）。

高校生の政治活動が過激化していくのは、ベトナム反戦運動と学生運動が盛

り上がった６９年前後である（小林２０１２、小熊２００９、柿沼１９９６、北沢１９７１）。

当初は、校則や受験偏重教育への反撥からはじまるが、やがてベトナム反戦、

佐藤首相訪米阻止、安保粉砕、エンタープライズ佐世保寄港反対そして自主卒

業式開催などを唱えてヘルメットにゲバ棒、バリケード封鎖や生徒間暴力そし

て対教師暴力へと発展した。これらの活動では逮捕者も出た。

文部省は、６９年通知をもとに学校内外における全ての政治活動を禁止した。

政治団体の行う集会、デモへの参加は禁止。学校外の活動であっても、何らか

の形で学校内に持ち込まれるからである。各県教育委員会も同様に対応した。

例えば福岡県教育委員会は、１９６９年４月１０日付、各高校長に宛てた通達「高

等学校における生徒指導の推進について」において、「高校生が政治集会やデ

モに参加したり、その他の政治的行動に走ったりすることは、教育的見地から

好ましくないので、教職員の総力を挙げてその指導にあたり、勇気と確信を

もって正しい方向に導くこと」と述べている（『現代教育科学』１４８号：１０２）。

文部省は１９７２年に編集した『学校管理法規演習』において、政治活動をし

た生徒を厳罰に処しても、社会通念上著しく妥当性を欠かないのならそれは校

長の裁量であること（７５頁）、また、生徒が自己の自由意思に基づいて入学し
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てくるのだから、基本的人権が制約されても当然とした（７７頁）。同省は、特

別権力関係に基づく校長の営造物権力を最大限に発揮して生徒の政治活動を規

制することを求めた。

営造物とは住民の福祉を増進するために設置された公共の施設であり、学校

や病院などが該当する。校長はこの営造物管理権者として法令の根拠がなくて

も必要な校則を制定でき、特別権力関係理論に基づき、合意を前提とせず生徒

に対して拘束力をもつことができ、違反者には懲戒を加えることができる（『教

育法学辞典』４９頁）。

高校側は、活動をやめない高校生にまずは停学処分。そして（自主）退学処

分で対応したが、少なくない生徒が提訴した。処分撤回を求めた提訴は、ほと

んどが生徒側の敗訴に終わっているが（１３）、判例が生徒の政治活動に示した見解

は三種類に分類できる。�原則禁止、�原則自由、�自由が基本だが禁止しう

る場合もあるの三つ。

� 駒場東邦高校事件（「東京地裁昭４７・３・３０判決」（１４）より）

B氏は、１９６９年１１月に首相訪米阻止闘争で逮捕された。釈放後、校長に政

治的集会、デモに参加しないことを誓約するが、翌７０年９月の入管法阻止総

決起集会とデモに参加した。９月の文化祭では、駒東解体・世界革命勝利・校

長一派を血祭りにあげ総叛乱を勝ち取ろうとするビラをまきながら、入管法反

対の集会を開いた。同集会は無許可で、ヘルメット、ゲバ棒姿の他校生（外人

部隊）もいた。集会後は職員室に乱入し、処分しないこと、政治活動の自由を

求めて教頭に約１時間にわたって詰め寄った。このような行動に対して学校は

B氏に自主退学勧告をしたが拒否されたので、退学処分にした。

これに対して B氏は、集会やデモ、ビラ配布を禁止することは表現の自由

や思想信条の自由に反する憲法違反であることを訴えて提訴したが東京地裁は

却下した。

― 1134―

（ 8）



東京地裁は、未成年である高校生がビラの配布や集会を行うことを制限され

ることは表現の自由を保障した憲法違反にはあたらず、禁止されたビラの配布

や集会参加によって懲戒処分を加えられたとしても憲法違反にはならないと判

じた（１５）。

駒場東邦事件における東京地裁判決は、高校生の学校内外における政治活動

は全面的に禁止されることがあっても適法であり、何らの憲法違反にあたらな

いとするものである。

� 大阪府立阪南高校事件（「大阪地裁昭４９．４．１６判決」（１６）より）

C氏は、生徒会の熱心な活動家であり、ベトナム反戦などの政治集会やデモ

に積極的に参加していた。１９６８年１０月、反戦高協（中核派「革命的共産主義

者同盟全国委員会」：小林２０１２）の集会に反対する女生徒の顔を殴打したため

無期停学処分。処分解除とひき替えに白紙委任の退学願を提出。６９年１月、C

氏は反戦集会にいた同校生徒指導部教諭を暴力的に摘まみ出したことから退学

処分に。C氏は２月、処分撤回を求めて反戦高協の仲間と卒業式当日にヘル

メット、覆面、ゲバ棒で現れバリケード封鎖。教頭に対して頭髪をつかみ、棒

きれで背部を数回小突き罵声を浴びせた。

建造物侵入、暴力行為等で起訴され、懲役４月（執行猶予１年）の有罪。

大阪地裁は、暴力行為に対しては有罪としたものの、C氏の政治活動に対し

ては次のように全面的に擁護した。

「高校生といえども一個の社会人として、国の政治に関心を持ち、自ら選ぶ

ところに従って相応の政治活動を行うことはもとより正当なこと」である。学

校内外の生活や行動について、生徒の基本的事件にかかわる問題については

「生徒の政治的自由を不当に抑圧することがあってはならない」。デモや政治

集会に参加することを一律に禁止することは、「生徒の政治的自由に対する弾

圧であると受けとるのも無理からぬものがあり、そのような措置が教育的見地
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からみても妥当なものであったかどうかは、はなはだ疑問である」。

退学処分も、理由も説明せず、本人の弁明も聞かずにおこなったことが「教

育的であったとでも言うのであろうか」。

大阪地裁は、暴力行為など明確な法律違反に抵触しないかぎり、高校生の政

治活動は全面的に認められるべきと判じたと言える。

� 新潟県立高校事件（「東京高裁昭５２．３．８判決」（１７）より）

D氏は、１９６９年に２年生になって反戦高協の活動家となり、他高の文化祭

に押しかけ反戦思想がないと教頭に自己批判を迫った。自校の校長が生徒の政

治活動に自重を求めた「政治活動に関する統一見解」（１９６９年１１月６日）に

強く反撥し、無届け集会を開き、他校生とともに自校をバリケード封鎖し、教

頭などを軟禁した。警官導入によって封鎖は解除されたが D氏らは補導され

た。D氏は無期の自宅謹慎処分となったが封鎖の正当性を主張し、佐藤訪米阻

止闘争に参加。自校で「安保粉砕、沖縄闘争勝利、処分撤回、紀元節粉砕」な

どを叫んで授業を妨害。他校で同様な政治活動を行って処分された生徒がいる

当該校にデモ隊を組織して突入。教師９名に軽傷を負わせる。７０年３月の卒

業式では卒業式粉砕を叫んで教師を殴打するが警官によって排除される。学校

は D氏を退学処分。D氏は取消を求め提訴するが敗訴。控訴も棄却。

東京高裁は、「当該退学処分は校長に認められた裁量権の範囲内にある」と

して退学処分を適法とみなしたものの、未成年であるとはいえ高校生は独立し

た社会構成員であり「その市民的自由を全く否定することはできず、政治活動

の自由も基本的にはこれを承認すべきものである」と述べた。しかし続けて言

う。「生徒が学習に専念することを妨げ、また学校内の教育環境を乱し他の生

徒に対する教育の実施を損なうなど」の恐れがある場合は生徒の政治活動を規

制することは合理性を有する（１８）。
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１８歳選挙権が実施される今日、思想・信条の自由、表現の自由などの憲法

上の規定からみても、この�東京高裁判決が高校生の政治活動の自由の指標と

なるだろう。高校生の政治活動は原則自由だが、必要かつ合理的とみなされる

範囲で制限できる。だがそれは暴力行為や学習秩序攪乱など生徒や教師に対す

る人権侵害に限り、極めて慎重でなければならない。

日教組も１９６９年当時、「高校生政治活動に関する見解」（『日教組新聞』

１９６９．６．１７．）において、「生徒が今日の、ベトナム侵略戦争、安保・沖縄、憲

法問題に強い関心や疑問をもつことは当然」としながらも、「政治活動は、い

かなる場合も無原則に容認されるものではなく、かつ、憲法、教育基本法の原

則にてらして正しくない政治目的、正しくない方法でおこなわれる活動は是正

するよう指導する」と述べていた。

新潟県立高校事件をもとに坂本秀夫は次のように述べる。「政治活動と政治

学習を切り離すことはできない。学校が禁止すべきものは政治活動と称する暴

力行為や学習秩序攪乱行為、つなわち一般生徒や教師に対する人格侵害なので

ある。本判決が追究したのはまさにその点ではなかったろうか」（坂本秀夫

１９９２：１０７）。

朝日新聞は２０１５年１１月１日の社説「高校生と政治 べからず集は逆効果

だ」のなかで、高校生の政治活動を容認した新たな通知があまりにも「べから

ず集」であると批判した。そして「生徒会が『平和宣言』を出したり、新聞部

が原発政策の記事を書いたりすると、校長から待ったがかかる可能性がある」

と指摘し、政治に関する集会や勉強会も「とらえ方次第で禁止の対象になるだ

ろう」と述べる。

政治活動を制限できる校長は、政府や県政与党の思惑を憚って、営造物管理

責任者として特別権力関係を用いて生徒の自由な政治活動を抑圧してはならな

い。また政府や県政与党は「政治的中立」を錦の御旗にして、自らの政策や見

解に反する高校生の自由な政治活動に対して「不当な支配」をしてはならな
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い。また、自らの政策や見解に賛成する高校生を特別扱いしてはならない。

４．おわりに

修�館高校生が行った署名活動などは、授業中であったり署名を強要する場

合などを除き学校内外で自由に行われるべきものだろう。デモや政治集会への

参加も禁止されるものではない。学校側が生徒があまりに一方的立場にたって

いると判断すれば、対立する見解や政策を示せば良い。これが教師の政治的中

立だろう。

成嶋隆（憲法学）は次のように述べる。「『政治的中立』は主権者教育を統制

し萎縮させるマジックワードだ。政治問題を扱うことがタブーとされ、政府に

批判的な見解は偏向とされる。しかし教育基本法は『良識ある公民として必要

な政治的教養』の尊重を求めており、政治教育は闊達に行われるべきだ。教師

の意見を含む多様な意見を示し、生徒たちが自律的に判断できるようにするこ

とで中立性は確保できる」（朝日：２０１５．９．８．）。

ドイツでは、教師は政治的中立性を維持しながら、論争のあるテーマを取り

上げる時には多様な意見を示し、成績評価に反映しないかぎり個人的な意見を

述べても良いとされる（近藤２０１５：５０／毎日２０１５．７．３１．夕）。総務省によれば、

イギリス、アメリカなどでは生徒を意図的に政治的争点に目を向けさせ、賛成

反対を述べさせるシチズンシップ教育が行われている（総務省２０１２）。

１９４７年教育基本法そして２００６年教育基本法はともに政治的教養のための政

治教育を求める。この政治的教養には「政治に関する広く多面的な知識のほか、

現実政治に対する理解力・批判力、そして『民主国家の公民として必要な政治

的道徳及び政治的信念』」（中嶋２０１５：１８２）が含まれねばならない。高校生が、

政治的教養を深めようとすればするほど、政権政党や県政与党に対して批判的

な価値観をもちうるだろう。だが、そうすればただちに偏向教育攻撃がかけら

れ、政治的中立性の侵犯として魔女狩りにされる事態が生まれている（佐貫
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２０１５：２３）。それを恐れた学校側による高校生の政治的活動の禁止が相次いで

いる（１９）。

国連子どもの権利委員会（CRC）は、２００４年１月３０日の最終報告書におい

て、日本の高校生の意見表明が制限されていることを懸念し、「学校の内外で

児童（高校生を含む：筆者）により行われる政治活動への制限について懸念す

る」と述べている（日本弁護士連合会２００５）。

憲法の思想・良心の自由（１９条）、集会・結社および表現の自由（２１条）は

高校生においても尊重されねばならない。児童の権利条約１３条（表現の自

由）、１４条（思想・良心の自由）、１５条（集会・結社の自由）は１８歳未満の児

童にも適用されている。

学校内外における高校生の政治活動は原則自由であり、それが制約される場

合は、他人の人権を侵害するなど必要かつ合理的な場合に限られ最小限に留め

られるべきであろう。（２０１５年１２月２０日脱稿）

註：

（１）例えば次のような社説とその内容：

＜毎日新聞２０１５．６．１７．「若者こそ政治に参加を」＞

・１８歳選挙権と同時に民法で成人になることも議論されるべき

・「シルバー民主主義」と言わせるな

＜琉球新報２０１５．６．１８．「健全な批判力を」養おう＞

・政治的教養のためには健全な批判力が必要

＜産経新聞２０１５．６．１８．「若者が国を考える契機に」＞

・国民投票を見据えたもの

・シルバー民主主義と言わせるな

・日教組は、特定の政治的主張を学校現場で押しつけるな
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＜東京新聞２０１５．６．１９．：「良質な主権者教育を」＞

・主権者教育が必要

・政治的中立が、現場教師を萎縮させてきた

・政治的教養のため立憲主義を教えるべきだ

・１８歳選挙権は国民投票法を踏まえている

＜徳島新聞２０１５．７．７．「有権者教育をどうする」＞

・政治への関心を持たせるべきだ

・憲法改正に向けた条件整備だ

（２）総務省：『「常時啓発事業のあり方等研究会」最終報告書－社会に参加し、自ら考え、

自ら判断する主権者を目指して ～新たなステージ「主権者教育」へ～』２０１２．１．１０．

同報告書では、以下の内容が述べられている。

「有権者になる前の学校教育においては、政治や選挙の仕組みは教えても、政治的・

社会的に対立する問題を取り上げ、関心を持たせたり、判断力を養成するような教育

がほとんど行われていないことが挙げられる。従って、若者の選挙離れは学校教育と

深く関わる問題である」。（２－３頁）

「現在の学校教育においては、教育基本法第１４条第１項が『良識ある公民として必

要な政治的教養は、教育上尊重されなければならない』と政治教育の重要性を謳って

いるにも関わらず、同条第２項が『法律に定める学校は、特定の政党を支持し、又は

これに反対するための政治教育その他政治活動をしてはならない』と政治的中立を要

請していること等から、学校の政治教育には過度の抑制が働き、十分に行われてこな

かった。

小学校、中学校、高校とも政治・選挙に関する教育の時間は限られており、政治や

選挙の仕組みは教えても、選挙の意義や重要性を理解させたり、社会や政治に対する

判断力、国民主権を担う公民としての意欲や態度を身につけさせるのに十分なものと

はなっていない。特に、政治的中立性の要求が非政治性の要求と誤解され、政治的テー

マ等を取り扱うこと自体が避けられてきた傾向にある」。（３頁）

また同報告書では、ドイツ、イギリス、アメリカ、スウェーデンの政治教育が紹介

されている。ドイツでは、模擬選挙であるジュニア選挙があり、同選挙では選挙の争
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点、各党の政策や戦術を学ぶことが目指される。ドイツにおける政治的中立性とは、「対

立する立場をフェアに紹介することと理解されており、政治的論争においては、厳密

に中立であることは必ずしも要求されず」とある（１６頁）。

イギリスではナショナル・カリキュラムのなかにシチズンシップという教科があ

り、「学校における政治教育では、時事的・論争的な問題に関する意見の発表や討論

への参加が中心であり、単なる制度や仕組みの学習ではなく、対立を解決するための

スキルを身につけることを目的としている」とある。（１７頁）

アメリカでは小学校段階から自分の意見を決める訓練が行われている。「Kids Vot-

ing」という模擬大統領選挙プログラムがある。「時事問題に関する争点学習は有権者

教育の基本と考えられており、具体的な争点について議論する際には、教師は争点学

習が円滑に進むよう賛成・反対のガイドラインを提供」するとある。（１７頁）

スウェーデンでは、中高生による模擬投票が行われている。

（３）自民党政府調査会「選挙権年齢の引き下げに伴う学校教育の混乱を防ぐための提

言」（２０１５．７．８．）

同提言の内容：

・１８歳選挙は改憲の国民投票のため

・副教材を配布してシチズンシップ教育、模擬選挙や模擬投票を行う

・新たな教科「公共」を創設

・１９６９（昭和４４）年通知を見直すが、「高校生の政治活動は学校内外において生徒の本

分を踏まえ基本的に抑制的であるべき」

・教員は政治的に中立を徹底し、違反した場合は罰則を科す

（４）文部省初等中等教育長通達「高等学校における政治的教養と政治的活動について」

（１９６９．１０．３１）

・政治的教養は、社会科での指導が中心でホームルームや特活を活用すべき

・教師の個人的な主義主張は避けて公正な態度で指導する

・生徒の政治的活動が好ましくない理由

未成年で選挙権が無い

発達の過程にあり、教育の立場から特定の政治的影響を受けないように保護する
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・基本的人権といえども公共の福祉の観点からの制約が認められる

定時制など成人していても学校の方針に従うべきだ

・クラブ活動や生徒会活動も政治的であってはならず、学校が禁止するのは当然

・学校内に政治的な団体や組織を結成してはならない

・放課後や休日も、学校内外で政治活動をしてはならない

・懲戒には適切な措置をとるべきだ

（５）文部科学省初等中等教育局長通知「高等学校等における政治的教養の教育と高等学

校等の生徒による政治的活動について」（２０１５年１０月２９日）

文科省は放課後や休日行われる政治的活動について以下のように述べる。

「放課後や休日等に学校の構外で行われる生徒の選挙運動や政治的活動については、

以下の点に留意すること。

放課後や休日等に学校の構外で生徒が行う選挙運動や政治的活動については、違法

なもの、暴力的なもの、違法若しくは暴力的な政治的活動等になるおそれが高いもの

と認められる場合には、高等学校等は、これを制限又は禁止することが必要であるこ

と。また、生徒が政治的活動等に熱中する余り、学業や生活などに支障があると認め

られる場合、他の生徒の学業や生活などに支障があると認められる場合、又は生徒間

における政治的対立が生じるなどして学校教育の円滑な実施に支障があると認められ

る場合には、高等学校等は、生徒の政治的活動等について、これによる当該生徒や他

の生徒の学業等への支障の状況に応じ、必要かつ合理的な範囲内で制限又は禁止する

ことを含め、適切に指導を行うことが求められること。」

（６）総務省・文科省『私たちが拓く日本の未来 有権者として求められる力を身につけ

るために』（生徒用：副教材／教師用：活用のための指導資料）２０１５．９．２９．

（７）教育の政治的中立性とは、国家が教育内容に介入しないということが第一原則であ

る（堀尾２００２：１７４）。２００６年に教育基本法改変が論議されていた第１６５回国会におい

ても、伊吹文明文科相は、地方行政が「特定の政治思想や宗教的背景を持って教育に介

入する場合」は不当な支配にあたると述べていることからも（高橋・勝山２０１４：７７）、

推し進めようとする政策に賛成しない教育実践を中立性の名の下に問題視するのは不当
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な支配にあたる。

自民党教育再生実行本部「教科書検定の在り方特別部会」は、２０１３年６月２５日にそ

の中間報告を出し、政府見解に基づかない記述を不合格にする方針を打ち出した。２０１５

年４月には、２０１６年度使用教科書の検定結果において文科省は、東京裁判や慰安婦など

の記述について「政府見解に基づく記述がない」として教科書会社に訂正を促した（朝

日：２０１５．４．６．）。教科書においても、学校現場の教育実践においても政権政党や県政与

党による教育に対する「不当な支配」が蔓延していると言えよう。

（８）福岡県立修�館（しゅうゆうかん）高校：１８８５（明治１８）年に県立（中）学校とし

て設立。修�館は廃藩置県で廃校となった黒田藩の藩校名。

（９）福岡地裁判決 昭和５０年１月２４日

事件名 無期停学処分・退学処分取消請求事件

要旨 公立学校に在学する生徒に対し、一応反省の機会を与える意味で無期停学処

分に処し、復学しても成業につく見込がないと判断された場合に、その時点

で改めて退学処分に付することは二重の処分には当たらない。

裁判結果 棄却

LEX／DB法律情報データーベース 文献番号２７６８１９４３より

（１０）福岡地裁判決文より：

学校当局がその教育方針に従い、学内における宗教的および政治的活動について生

徒が学業を疎かにし或いは学内教育秩序を乱すことのないようこれに規制を加えるこ

との合理性は言うまでもないが本件のように昼間仕事に従事する定時制高校とはい

え、生徒の大多数が中学を卒業したばかりの未成年者である高等学校においては、と

くに生徒の社会的成熟の段階に応じて政治活動等によって学業を疎かにしないよう注

意すると共にそれについての補導の必要もまた存するのであって、学校側が原告らの

本件署名活動に対し注意を促したこと、また、補導に反して教研集会に参加し原告ら

生徒側の考え方だけで一方的に学校当局を非難する発表をしたことに対して学内で解

決すべく生徒会総務らを交えて協議し一応の収拾をみた協議事項に反するものとして

参加した生徒を始末書処分に付したこと等は右の見地からして是認さるべきである。
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また、高教組が介入して問題解決への話合が進められ、原告らとしても自らの意見を

公平に述べうる機会が与えられたにもかかわらず、これを無視して円満な解決をより

困難にした責任は原告側にあるものと認められ、原告らの前記認定の各言動は、生徒

としての本分に反し、学校当局をいたずらに非難中傷したものと認められてもやむを

得ないものであった。かかる場合に学校当局が、学業を疎かにして種々の行動に参加

した原告に対して、原告に反省の見込がなくこれを学外に排除することも教育上やむ

をえないとして本件停学処分に引き続き本件退学処分をなしたことは適法かつ正当で

ある。

（１１）校長は何でも命じることができる特別権力関係の具体例として、よく引き合いに

さだれるのが、文部省初等中等教育局長だった今村武俊が、１９６４年４月の『教育委員会

月報』で、運動会の慰労会で事務職員に「酒一升買ってこい」というのは職務命令であ

ると述べていることである（『教育委員会月報』No．１６４）。

（１２）この状況を当時の生徒が次のように振り返っている。

太陽がひときわ大きく西の空を真っ赤に染めはじめたころ、号令一下、警官が棍棒

をふりかざして高校生の隊列に突っ込んできた。木製の門戸は簡単に蹴破られ、玄関

のガラス戸はこなごなに飛び散った。怒号と悲鳴が入り乱れて、木造の校舎がゆらい

だ。ごぼう抜きがはじまった。カメラのフラッシュがひっきりなしにたかれた。

警官の手が女生徒にかかると、無抵抗の男生徒も警官にむしゃぶりついていった。

学生服は破られ、スカートもひきちぎられて下着が見えていた。目が青く腫れあがり、

唇がめくれて、血を流している者もいた。生徒たちはスクラムの隊列をととのえて、

廊下に座り込んだ。

校長室は、玄関から廊下をひとつ隔てたすぐのところにあったが、警官は生徒の隊

列を突き破ることができなかった。生徒たちが最後まで認知することのなかったかい

らいの校長は、この日も校長室に足をふみ入れることはできなかった。

（高知県高等学校教職員組合編『南溟にはばたく 高知高教組３０年の歩み』１９７８）

（１３）永野恒夫は、判例のある高校紛争として次の９件を挙げる（柿沼１９９６）

�北海道立江別高校生徒処分事件（１９７１．２．２．札幌地裁／１９７１．３．８．札幌高裁）：
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安保粉砕、高校解体等を叫んで集会やデモ。授業放棄。出入国管理法反対デモで公務

執行妨害で逮捕。自宅謹慎から退学処分。退学処分取消を求めて提訴し、一審では勝

訴するが控訴審で敗訴。

�鳥取県立鳥取西高校退学処分事件（１９７２．１．２６．広島高裁）：

生徒大会開催を要求するビラを配布したことで自宅謹慎。処分撤回運動をしたことで

退学処分。鳥取地裁は処分執行の停止を判じたが、学校が即時抗告して地裁判決を覆

して処分は適法とした。

�駒場東邦高校退学処分事件（１９７２．３．３０．）：

本文。

�福島県立磐城高校退学処分（１９７２．５．１２．福島地裁）：

紀元節粉砕や三里塚闘争について校内で演説やデモ。自宅謹慎処分となるが、連日登

校して、ヘルメット覆面姿で集会やデモ。無期停学処分を受けるが行動をやめなかっ

たので退学処分。処分取消を求めて提訴したが敗訴。

�高知県立伊野商業高校退学処分事件（１９７２．６．１３．高知地裁）

狭山事件のビラや学生運動のビラを配布。成績不良を理由に退学処分。処分取消を求

めて提訴するが棄却。

�大阪府立生野高校退学処分事件（１９７４３．２９．大阪地裁）

水俣病、原水禁などに強く感心をもち、生徒自治会活動を熱心にするが欠席、遅刻、

早退が目立ち、原級留置か自主退学で学校と話し合うも進捗せずに退学処分。処分取

消を求めて提訴するが、学校に裁量権の逸脱はないとの判決。

�大阪府立阪南高校卒業式刑事事件（１９７４．４．１６．大阪地裁）

本文。

�福岡県立修猷館高校退学処分事件（１９７５１．２４．福岡地裁）

本文。

	新潟県立高校退学処分事件（１９７７．３．８．東京高裁）

本文。

（１４）東京地方裁判所（第一審）

裁判年月日 昭和４７年３月３０日

事件名 学生の地位を定める仮処分申請事件
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要旨 学校長が懲戒権を発動するか、懲戒処分のうちいずれの処分を選ぶかを決定する

ことは、社会観念上著しく妥当を欠くと認められる場合を除き、原則として懲戒権者

の裁量に任されており、政治活動を行った生徒の行動が、教育方針に沿わず、平静な

勉学環境が少なからず阻害された等の事実が認められる場合には、これを退学処分に

付することは裁量の範囲内のものとして許される。

裁判結果 却下

上訴等 確定

判例時報６８２号３９頁

LEX／DB法律情報データーベース 文献番号２７６５０２０５

（１５）東京地裁の判決文から：

未成年者とくに高校程度の教育過程にあるものについてその教育目的を達するのに

必要な範囲で表現の自由が制限されることがあつてもかならずしも違法ではないと解

されるから、債務者高校がビラの配布や集会を行なうには校長または生徒会主任の許

可を得なければならないとしていることをもつてただちに表現の自由を保障した憲法

の規定や公の秩序に違反する無効なものということはできない。また、債務者高校が

政治的な集会やデモに参加することを禁止したのは、心身とも未成熟で十分な思考の

できない高校生が特定の政治的思想にのみ深入りすることの弊害を防止し基礎的な教

養の習得をはかるとともに、ややもするとこれらの集会、デモが暴走化する傾向があ

つたことから生徒の安全を守るためであつたことは前認定のとおりであつて、未成熟

者に対する教育上の配慮にもとづく相当な措置であると解されるから、これまた表現

の自由を保障した憲法の規定や公の秩序に反する違法なものとはいえない。

したがつて、許可をうけずにビラの配布や集会を行なつたことおよび禁止に反して

政治的な集会、デモに参加したことを理由に懲戒処分を加えたからといつて憲法に違

反する無効なものということはできない。また、本件処分が思想、信条にもとづく差

別扱いであることを疎明する資料はないから、法のもとの平等を定めた憲法の規定に

違反するということもできない。

（１６）大阪地裁昭和４９年４月１６日第５刑事部判決

事件名 昭和４４年公立高校卒業生卒業式妨害等被告事件
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判決主文 右の者に対する建造物侵入、暴力行為等処罰に関する法律違反事件につき当

裁判所は検察官出席のうえ審理を遂げ、次のとおり判決する。

被告人を懲役４月に処す

ただし、この裁判確定の日から一年間右刑の執行を猶予する

（『月刊 生徒指導』１９７４年７月号から）

（１７）東京高裁昭和５２年３月８日（控訴審 判決）

事件名 退学処分取消請求控訴事件

要旨

１． 現在のわが国の社会において人の履歴の正常性ないし正当性が有用な一個の社会

的価値として評価されなければならないことは疑いの余地がなく、他方退学処分が学

外排除措置であることから右処分が被処分者の履歴に消極的な評価を導く原因となる

ことも否定できない社会的事実であるため、履歴の正常性ないし正当性は退学処分の

取消により回復されるべき法律上の利益に当るということを妨げず本訴における訴の

利益を肯認すべきである。

２．学校を違法もしくは反社会的な行為の場として行動することが学校の秩序を乱し生

徒としての本分に反するものであること、学外の行動であつても違法な暴力行為に出

ることが生徒としての本分に反するものであることは明白であり、のみならず退学処

分に至る過程において学校側が退学者に対する指導に努力したが退学者の受け容れる

ところとならなかつたこと、退学処分に当つても願による退学の形式をとる余地を認

めて退学処分が本人に与える影響を緩和しようと配慮したが改善の見込を期待できず

教育目的を達成する見込が失われたとして退学者の行為を「学校の秩序を乱し、その

他生徒としての本分に反した」ものと認めた判断は社会通念上合理性を欠くものとは

いい難く、退学処分は懲戒権者に認められた裁量権の範囲内にあるものとしてその適

法性を是認すべきである。

裁判結果 棄却

上訴等 確定

判例時報 ８５６号２６頁

LEX／DB法律情報データーベース 文献番号２７６６２０００
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（１８）東京高裁判決文より

高等学校の生徒はその大部分が未成年者であり、国政上においても選挙権などの参

政権が与えられていないが、その年令などからみて、独立の社会構成員として遇する

ことができる一面があり、その市民的自由を全く否定することはできず、政治活動の

自由も基本的にはこれを承認すべきものである。しかし、現に高等学校で教育を受け、

政治の分野についても、学校の指導によつて政治的識見の基本を養う過程にある生徒

が政治活動を行うことは、国家、社会として必ずしも期待しているところではない。

のみならず、生徒の政治活動を学校の内外を問わず、全く自由なものとして是認する

ときは、生徒が学習に専念することを妨げ、また、学校内の教育環境を乱し、他の生

徒に対する教育の実施を損うなど高等学校存立の基盤を侵害する結果を招来するおそ

れがあるから、学校側が生徒に対しその政治活動を望ましくないものとして規制する

ことは十分に合理性を有するところである。また、本件当時全国的な規模で展開され

たいわゆる学校封鎖は、個々の場合においてそれぞれ異なる様相を呈したとはいえ、

ほとんど常に暴力的破壊的性質を帯び、その結果は、単に学内に止まらず、多かれ少

かれ社会一般の秩序を乱すものであつたことは公知の事実である。それだけに、学校

側が生徒に対しこのような行動に加担しないように教導し、生徒がこれに参加した場

合に、その行為の性質その他の事情に鑑み、適切な懲戒処分をもつて臨むほか、処分

後の指導においても、生徒に対し自己の行為の非を反省し、今後同じような暴力的破

壊的行動に出ることを厳に慎むよう指導することは当然のことであり、もとより生徒

の政治的自由に対する侵害などと評価すべき限りではない。

（１９）核実験反対署名を禁じた兵庫の高校（朝日：１９９５．１０．４．）／長崎の反核署名を禁じ

た公立高校（西日本：０１．１０．１７．）／武力に頼らないイラク復興を求めた高校生の署名に

対する首相の拒否（朝日：２００４．２．３．）など（久保 ２００５）。

参考文献：

・文部省（１９４９）『新制高等学校教科課程の解説』教育問題調査書

・文部省（１９７２）『学校管理法規演習』第一法規

・兼子仁（１９６９）『教育法学と教育裁判』勁草書房
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・北沢弥吉郎（１９７１）『東京の高校紛争』第一法規

・日本教育法学会（１９９３）『教育法学辞典』学陽書房

・神田修・兼子仁（１９９５）『教育法』北樹出版

・村上義雄（１９９５）『子ども やがて悲しき５０年』太郎次郎社

・柿沼昌芳他（１９９６）『高校紛争』批評社

・小弥「君が代」処分を考える会（２０００）『「君が代」アレンジ 心に響け』青雲印刷

・堀尾輝久（２００２）『いま教育基本法を読む』岩波書店

・小熊英二（２００９）『１９６８（下）』新曜社

・小林哲夫（２０１２）『高校紛争 １９６９－１９７０』中公新書

・広田照幸（２０１５）『教育は何をなすべきか』岩波書店

・佐藤金作（１９５２）「高校生徒の政治活動をどう指導したらよいか」『中等教育資料』

No．１（６）

・徳山正人（１９６０）「高等学校生徒指導上の諸問題」『文部時報』１９６０年１０月号

・高柳直正（１９６９）「高校生の政治活動と規制の論理」『都立大学人文学報』１９６９年３月号

・湯川清（１９７０）「高校生の政治活動」『現代教育科学』１９７０年２月号

・伊ケ崎暁生（１９７０）「『特別権力関係論』と『学校重層構造論』を打破するために

（『教育評論』１９７０年９月号

・教育委員会月報講座（１９７０）「特別権力関係論」『教育委員会月報』１９７０－６

・結城忠（１９７２）「西ドイツにおける学校管理と特別権力関係」『教育学研究３９－１』

・千葉卓（１９７５）「判例研究 高校生の政治活動と退学処分」（『季刊 教育法』１７）

・金子照基（１９７９）「高校生の政治活動の自由とその制約」『別冊 ジュリスト』６４号

・田中規久雄（１９９２）「部分社会論における学校の位置」『季刊教育法』１９９２－０６
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